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1．はじめに 

 我が国の海岸線や山岳部の道路沿いには、落石等の自

然災害から人命や道路交通の安全を確保するための様々

な落石防護施設が設置されている。この中で比較的小規

模な落石等に対する落石防護施設として、写真－１に示

すような H 形鋼の支柱、ワイヤロープ、金網から構成さ

れる従来型落石防護柵が道路沿いの基礎上やコンクリー

ト擁壁上に数多く設置されてきた。 

従来型落石防護柵は、金網、ワイヤロープおよび支柱

の弾塑性変形により落石の運動エネルギーを吸収する構

造であることから、その設計は、落石対策便覧 1)に基づ

き、各構成部材の可能吸収エネルギーの総和で与えられ

る防護柵全体の可能吸収エネルギーが、落石の持ち込む

運動エネルギーを上回ることを確認することで、安全性

の照査が行われている。しかしながら、落石作用時には

支柱基部の局部座屈による横倒れや金網の貫通など、設

計では想定していない損傷事例も報告されている。 

 そこで筆者らは、従来型落石防護柵に関して、耐衝撃

挙動や保有性能を明らかにし、性能評価手法や耐衝撃設

計法を提案することを最終目的とした研究を開始してい

る。本年度は過年度に引き続き 2)耐衝撃設計法を確立す

るための基礎的な検討として、従来型落石防護柵の耐衝

撃挙動の把握に関する衝撃載荷実験を実施するとともに、

落石がワイヤロープ間よりすり抜けることを抑制するた

めの間隔保持材の設置効果や金網の貫通現象を把握する

ための基礎的な部材実験を実施している。本論文では、

後者の部材実験結果について報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．実験概要 

2.1 試験体 

 図－１には、試験体および試験体設置用の鋼製枠架台

の形状寸法を示している。試験体は、写真－１に示す落

石防護柵の基本構造に合わせて、30cm 間隔に設置した 7

本のワイヤロープ（初期張力 5kN 程度）と素線径 3.2mm

のひし形金網および間隔保持材より構成されている。ワ

イヤロープの両端部の間隔保持材は、スパン長 3m 間隔

で設置される落石防護柵の支柱位置に合わせて設置して

いる。ひし形金網は、実構造と同様にワイヤロープの軸

方向に展開し、ワイヤロープ上面の重錘衝突面側に U 字

ボルトを用いてワイヤロープと共に間隔保持材に固定さ

れている。なお、展開直角方向の両端部は固定していな

い。また、ワイヤロープの両端は、写真－２に示すよう

にシャックル、ターンバックル、連結治具、ロードセル

を介して H 形鋼で構成される 6m 四方の鋼製枠架台にピ

ン支持に近い状態で固定されている。表－１には、試験

体に使用した部材の諸元を示している。 

2.2 実験方法 

 写真－３には、重錘落下衝撃実験の状況を示している。

実験は、質量が同程度の 2 種類の重錘をトラッククレー

ンにより所定の高さに吊り上げ、着脱装置を用いて試験

体の間確保持材間のスパン中央部に自由落下衝突させる

ことにより行っている。写真－４には、実験に使用した 
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写真－１ 従来型落石防護柵の例（柵高 2m） 
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図－１ 試験体および鋼製枠架台の形状寸法 
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